
事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 6 1

年度 不詳 63 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

99

14,593,872

5時間

533,138,123

21,000

令和４年度

529,058,12314,572,372

令和２年度

0.5人

令和２年度

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

東大和市庁舎管理規則

庁舎での電気の使用量 電気の使用量を前年と比較して削減する。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

42,236,666

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

4,080,000

総務部

総務管財課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

519,058,123

10,000,000３
　
経
　
費

令和３年度

実施計画

会　計

[節電対策]

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

矢吹勇一

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

事業番号

5時間

第五次基本計画

より一層の行政改革の推進

新規・継続

42,236,666

14,572,372

21,500

42,257,666

重要施策市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

事業概要

行財政運営、行政改革

行政報告書

デジタル化の推進

展開方向

4
市
民
等
の
意
見

・夏季冬季の庁舎内の温度管理について。
・電気料金等の変動について。

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

記入日 令和５年 4月1日

１
　
基
本
情
報

①空調の起動抑制
②空調の設定温度を夏は28℃、冬は19℃に設定
③クールビズ、ウオームビズの推進
④冷温水発生機から個別空調への切り替え

①～③については継続事項であり、電力の削減に寄与している。
④については、令和４年度着手・完了した。各執務室ごとに個別で
空調を稼働することができるようになったため、今後の節電効果が
見込まれる。

・平成23年の東日本大震災により、東京電力の発電所に大きな被害が発生したことから、電力供給の安定
化に資するために当事業を開始した。また、地球温暖化の防止や経費の削減も目的としている。
・不用電灯の消灯や、空調のコントロールにより節電対策開始当初より使用電力が削減された。また、
PPSの導入及び電力自由化の活用で、当初は電気料金も削減されたが、昨今は電気料金及びガス料金の値
上がりのため支出増加の傾向がある。

令和３年度

効果指標

減少を目指す指標

効果実績値 87.6 115

目標値設定の考え方 事務に支障がない程度で電力量の削減に努める。

令和４年度

年度目標値 95 95 95

庶務係

一般会計

庁舎管理費　

複数施策

担当部署



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

今後の全庁的な取組に向けて、公共施設等マネジメント課、環境対策課等、関係部署との連携を強化する。

不可能

説明：
・令和４年度は空調設備を冷温水発生機から執務室ごとの個別空調機器に更新をしたため、工事費の支出が増加した。
・また、冷温水発生器の主な稼働原料はガスであったが、個別空調機器は電気で稼働するため、ガス使用量が減少し、
電気使用量が増加した。

説明：
・地球温暖化対策に影響するため
・節電をしないことにより、光熱水費の増加が見込まれるため。

令和３年度に実施した、空調設備更新工事実施設計に基づき、効果的な節電対策を行える設備更新を目指す。

空調設備更新工事を完了させた。

個別空調機器を必要に応じて集中管理しながら節電対策を行う。

説明：
・令和５年度以降は個別空調機器の全庁的な温度管理・時間管理を行うため、電気使用
量の削減を目指す。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
・令和３年度と比較すると電気の使用量は減少したが、コロナ禍前と比較すると窓を開けた換気や前熱交
換器の常時起動に伴い電気使用量が増加している。

低下

８
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

効
果
指
標

７
　
課
　
題

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　E

低下

成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

維持

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

低下

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

成果ランク

向上

維持

向上

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

127 ページ

━ 2 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 1 8

6 年度 不詳 51 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 時間

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

記入日 令和５年 4月1日

１
　
基
本
情
報

本庁舎及び各施設で使用済みとなった紙類を資源物として
正しく分別し、リサイクル回収した。

古紙と事業系ごみの分別を徹底するようになった。

資源物の適正な再利用を図るため、古紙と事業系ごみの分別を徹底し、市役所から排出される古紙と事業
系ごみの合計に占める古紙の割合を増やす。

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 83.5 85.5

目標値設定の考え方 市役所から排出される古紙と事業系ごみの合計に占める古紙の割合を増やす。

令和４年度

年度目標値 80 80 80

庶務係

一般会計

古紙リサイクル事業費

複数施策

担当部署

4
市
民
等
の
意
見

特になし

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

40.0

第五次基本計画

廃棄物の安定的な処理の推進

新規・継続

577,368

569,767

172,000

745,368

重要施策廃棄物の減量と適正処理に向けた取組の推進

平成

事業概要

廃棄物処理

行政報告書

展開方向

実施計画

会　計

［古紙リサイクル事業］

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

矢吹勇一

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

事業番号

令和２年度

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

なし

本庁舎で勤務する職員が排出する古紙 古紙と事業系ごみの合計に占める古紙の割合を増やす。

施策5

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

511,390

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

168,000

総務部

総務管財課

５　環境にやさしいまちづくり

7,601

233,013

85,371３
　
経
　
費

令和３年度

65,978

83.7

749,368

40.0

486,384

168,000

令和４年度

318,384577,368

令和２年度

40.0



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

向上

維持

向上

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

低下

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

成果ランク

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　E

低下

成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

維持

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

各課でごみの減量リサイクルに関し積極的に取り組み、ごみと資源物を細かく分別できるよう整備（数種のごみ箱の設
置と分別のわかりやすい表示）する必要がある。

不可能

説明：
・平成２７年度より賃貸借契約をしている大型シュレッダーの債務負担が令和４年９月で終了し、１０月より再リース
となったため、賃貸借料金が減額し、事業費が削減された。
・なお、令和５年度に大型シュレッダーの更新を予定しているため、継続した事業費の削減は見込めない。

説明：
・現在古紙の回収は売り払い委託（歳入）となっている。分別せずに全て可燃ごみにすると、事業
系廃棄物処理費用が増えるため、廃止は望ましくない。

引き続き、新入職員には研修でごみの出し方や分別について説明を行う。
その他の職員には、グループウェアを通じて周知を図っているが、効果的な周知方法が課題である。

新入職員に入職当初の研修でごみの出し方や分別について説明を行った。

引き続き、新入職員には研修でごみの出し方や分別について説明を行う。
その他の職員には、グループウェアを通じて周知を図っているが、効果的な周知方法が課題である。

説明：
・令和４年４月からは古紙の種類に関わらず売り払い単価が回復し、売り払い単価は上
昇傾向であるため、現状運用を維持したい。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 ・令和３年度と比べ全ての古紙の種類の売り払い単価が上昇し、歳入が増加した。

低下

８
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

効
果
指
標

７
　
課
　
題

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 1 7

53 年度 不詳 50 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

人

人

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

77

10735004

67時間

0

861,840

281,400

0

令和４年度

0

580,4402,355,004

令和２年度

67時間

令和２年度

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0.0

東大和市表彰規程、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会特別表彰選考基準

市政の振興、公共の福祉増進、文化の向上、公益の増進等に功績
のあった方又は善行のあった方若しくは広く市民の模範となる
方。

市政功労者として表彰する。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

653,470

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

281,400

総務部

総務管財課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

0

580,440

0.0

0３
　
経
　
費

令和３年度

実施計画

会　計

［市政功労者表彰事務]

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

矢吹勇一

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

事業番号

1.0

第五次基本計画

より一層の行政改革の推進

新規・継続

653,470

0.0

2,355,004

8,380,000

934,870

重要施策市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

昭和

事業概要

行財政運営、行政改革

行政報告書

デジタル化の推進

展開方向

4
市
民
等
の
意
見

特になし

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

記入日 令和５年 4月1日

１
　
基
本
情
報

主管課及び市民からの推薦を募り候補者をあつめ、表彰審
査会にて市政功労者を決定した。

市政功労者として表彰された。

市政の振興、公共の福祉増進、文化の向上、公益の増進等に功績のあつた者、善行のあつた者若しくは広
く市民の模範となる者又は各種スポーツ大会において優秀な成績を収めた者を表彰する。

令和３年度

効果指標
効果実績値 86 89

目標値設定の考え方
市政功労者はその年時で対象者が変動するため、一概に市としての目標値を定めることは馴
染まない。

令和４年度

年度目標値 78 83 69

庶務係

一般会計

総務管理事務費

複数施策

担当部署



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

・限られた人員と時間の中で効率的な表彰式の運営をするには、効果的な人員配置と役割分担が必要である。会場とな
るハミングホールの構造を踏まえ、どのようにすれば受賞者の案内・誘導がよりスムーズにできるかを研究していく。

不可能

説明：
・実施方法の見直しは行っていないが、令和３年度は対面で表彰式が実施できなかったため、郵送費が多
くかかったが、令和４年度は対面で表彰者が来場されたため、郵送費を縮減することができた。

説明：
第５次基本計画に大きな影響はないが、例年行っている表彰であるため、表彰式の規模等を検討し
ていくことで持続するのが望ましいと考える。

・引き続き人事異動に伴う引継ぎに対応できるよう、例年実施する式典運営・推薦事務のマニュアルを整備する。

・２年ぶりに対面での開催ができたため、マニュアル・実施記録を整備することができた。

・規模を縮小して行ってた表彰式を維持するか、コロナ禍前の規模に戻すか検討する。

説明：会場をハミングホールとしているが、中央公民館等市の施設を使用することで事
業費を削減できる。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
・令和３年度までは一般市民からの推薦の広報を市報のみで行っていたが、令和４年度はホームページに
も様式を掲載し、幅広く候補者を募集することができた。

低下

８
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

効
果
指
標

７
　
課
　
題

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　E

低下

成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

維持

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

低下

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

成果ランク

向上

維持

向上

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 1 11

2 年度 不詳 52 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

件

件

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

記入日 令和５年 4月13日

１
　
基
本
情
報

主に以下の対策を実施した。
・トイレの便座クリーナーの導入。
・入口の検温・消毒、窓口消毒等を継続して行った。
・破損したアクリルパネルの交換。

・日頃より窓口消毒等を実施しているため衛生的な庁舎と
なった。
・継続した環境整備の成果として、市民からの要望・苦情
が減少した。

平成３１年度末、国内で新型コロナウイルス感染症の発生が初めて確認され、令和２年4月には2か月にわ
たり緊急事態宣言が発令される等、新しい生活様式が提言され、過去に例を見ない感染症対策を実施する
こととなった。アクリル板や検温器等の整備は令和３年度までに完了していたため、令和４年度は継続し
て使用している消毒液やペーパータオル等の消耗品の購入にとどまった。

令和３年度

効果指標

減少を目指す指標

効果実績値 9 3

目標値設定の考え方 衛生的で安全な庁舎にし、市民、来庁者及び職員からの要望・苦情をなくすこと。

令和４年度

年度目標値 0 0 0

庶務係

一般会計

新型コロナウイルス感染症対策事業費　

複数施策

担当部署

4
市
民
等
の
意
見

換気対策のための窓開けによる温度管理についてご意見をいただいたが、令和４年度の空調設備更新工事（庁舎管理
費）で改善した。

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

1.0

第五次基本計画

より一層の行政改革の推進

新規・継続

37,397,870

1,863,987

8,380,000

45,647,870

重要施策市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

令和

事業概要

行財政運営、行政改革

行政報告書

デジタル化の推進

展開方向

実施計画

会　計

[庁舎内新型コロナウイルス感染症対策事務]

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

矢吹勇一

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

事業番号

令和２年度

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

なし

①市民及び来庁者
②市役所職員

感染症が蔓延しない、衛生的で安全な庁舎

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

1,005,870

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

2,448,000

総務部

総務管財課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

16,496,000

268,631

1,000,000３
　
経
　
費

令和３年度

36,392,000

2

26,739,987

1.0

3,716,631

8,250,000

令和４年度

1,268,63118,359,987

令和２年度

0.3



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

向上

維持

向上

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

低下

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

成果ランク

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　C

低下

成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

維持

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

・令和５年度５月より新型コロナウイルス感染症の感染症法の位置づけが５類へ移行となるため、感染症対策の規模を
縮小していくことを検討していく。

不可能

説明：
・令和３年度までにトイレの洋式化工事や市民ロビーの備品の抗菌化等の規模の大きい感染症対策を講じ
たことで、令和４年度は継続して使用している消毒液等の購入のみにとどまったため事業費を削減するこ
とができた。

説明：
・令和５年度５月より新型コロナウイルス感染症の感染症法の位置づけが５類へ移行となるため。

・引き続き、国や都の感染症対策対策ガイドラインを注視し、継続した感染症対策を実施していくことが課題である。

・感染症対策ガイドライン等に基づき、継続して窓口や共用部分の消毒を徹底した。

・令和５年度５月より新型コロナウイルス感染症の感染症法の位置づけが５類へ移行となることから、感染症対策の有
無の判断が事業者ごとに委ねられる。

説明：
・令和５年度５月より新型コロナウイルス感染症の感染症法の位置づけが５類へ移行となるため、
必要に応じて対策をしていくが、全体的に規模を縮小していく予定である。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
・入口の検温・消毒、窓口消毒等を継続して行ったことで、衛生的で安全な庁舎が保たれた。

低下

８
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

効
果
指
標

７
　
課
　
題

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 2 項 5 目 2 6

年度 不詳 148 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画

経済センサス調査区管理費

[経済センサス調査区管理事務]

庶務係

総務管財課 矢吹　勇一

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

展開方向

令和 行政報告書 新規・継続

統計法施行令（平成20年政令第334号）別表第１の１の項第１欄

複数施策行財政運営、行政改革行財政

会　計 一般会計

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進
まち・ひと・しごと創生

総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

すべての産業分野における事業所及び企業の活動からなる経済の構造を全国的及び地域別に明らかにする
こと

経済センサス調査区管理
すべての産業分野における事業所及び企業の活動からなる経
済の構造を全国的及び地域別に明らかにすること

調査区修正の有無確認 変化なし

事業概要

財
源

12,500 13,000 13,000３
 
経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 12,500

　
人
件
費
（

目
安
）

1.0 1.0 1.0

8,380,000 8,250,000 8,160,000

５
今
後
の
方
向
性

・次年度も同様の調査を行う

・次年度も円滑な調査ができるようマニュアル作成を行う

４
　
課
　
題

・近年のプライバシー意識の高まり及び、高齢者及び女性の社会での活躍を受けた日中の不在者宅の増加により、調査環
境が厳しさを増している。こうした中、いかに調査員の調査負担を減らし、正確な調査結果を得るかが課題となってい
る。
・高齢化により、調査員自体の健康問題や家族の介護等の問題により、調査員の成り手不足が生じているため、広報の工
夫等が必要である。

・インターネット回答の推進
・調査員募集案内を市報に掲載

・定期的に調査員募集を市報にて周知する

4月1日記入日 令和５年

8,392,500 8,263,000 8,173,000

13,000 13,000

事業番号

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

総務部

基本施策



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 2 項 5 目 2 5

年度 不詳 147 ページ 新規

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

4月1日記入日 令和５年

0 0 8,687,620

0 527,620

事業番号

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

総務部

基本施策

５
今
後
の
方
向
性

・５年後に同様の調査を行う

・５年後も円滑な調査ができるようマニュアル作成を行う

４
　
課
　
題

・近年のプライバシー意識の高まり及び、高齢者及び女性の社会での活躍を受けた日中の不在者宅の増加により、調査環
境が厳しさを増している。こうした中、いかに調査員の調査負担を減らし、正確な調査結果を得るかが課題となってい
る。
・高齢化により、調査員自体の健康問題や家族の介護等の問題により、調査員の成り手不足が生じているため、広報の工
夫等が必要である。

・インターネット回答の推進
・調査員募集案内を市報に掲載

・定期的に調査員募集を市報にて周知する

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 0

　
人
件
費
（

目
安
）

0.0 0.0 1.0

0 0 8,160,000

財
源

0 0 0

0 0 527,620

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

国民の就業・不就業の状態を明らかにし、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ること

就業構造基本調査 全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ること

調査票で回答 回答の分だけ資料が得られた

事業概要

令和 行政報告書 新規・継続

統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計調査（就業構造基本統計を作成するための調査）とし
て、就業構造基本調査規則（昭和５７年総理府令第２５号）に基づき実施する。

複数施策行財政運営、行政改革行財政

会　計 一般会計

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

展開方向

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画

就業構造基本調査費

[就業構造基本調査事務]

庶務係

総務管財課 矢吹　勇一



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 2 項 5 目 2 3

年度 不詳 147 ページ 新規

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画

住宅・土地統計調査単位区設定費

[住宅・土地統計調査単位区設定]

庶務係

総務管財課 矢吹　勇一

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

展開方向

令和 行政報告書 新規・継続

住宅・土地統計調査規則（昭和５７年総理府令第４１号)第１２条の規定に基づき設定する

複数施策行財政運営、行政改革行財政

会　計 一般会計

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

令和５年住宅・土地統計調査の実施にあたり、調査員が担当する調査区域を明確にし、調査の円滑な実施を
期するとともに、結果精度の向上に資することを目的として設定する。

調査区
令和５年住宅・土地統計調査の実施に先立ち、調査員が担当
する調査区域を明確にすること

実地調査
調査区域を明確にしたことにより、調査の明確な実施と結果
精度の向上に資することができた。

事業概要

財
源

0 0 0

0 0 597,000３
 
経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 0

　
人
件
費
（

目
安
）

1.0

8,160,000

５
今
後
の
方
向
性

・５年後に同様の調査を行う

・５年後も円滑な調査ができるようマニュアル作成を行う

４
　
課
　
題

・近年のプライバシー意識の高まり及び、高齢者及び女性の社会での活躍を受けた日中の不在者宅の増加により、調査環
境が厳しさを増している。こうした中、いかに調査員の調査負担を減らし、正確な調査結果を得るかが課題となってい
る。
・高齢化により、調査員自体の健康問題や家族の介護等の問題により、調査員の成り手不足が生じているため、広報の工
夫等が必要である。

・インターネット回答の推進
・調査員募集案内を市報に掲載

・定期的に調査員募集を市報にて周知する

4月1日記入日 令和５年

0 0 8,757,000

0 597,000

事業番号

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

総務部

基本施策



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 2 項 5 目 1 2

年度 不詳 146 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

4月1日記入日 令和５年

8,388,520 10,343,158 10,132,630

2,093,158 1,972,630

事業番号

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

総務部

基本施策

５
今
後
の
方
向
性

令和５年度は東京都市統計協議会第２ブロック長市

東京都市統計協議会第２ブロック長市になることから、統計調査を円滑に進めるため、他市と連携をとる

４
　
課
　
題

・高齢化により、調査員自体の健康問題や家族の介護等の問題により、調査員の成り手不足が生じているため、広報の工
夫等が必要である。

・調査員募集案内を市報に掲載

・定期的に調査員募集を市報にて周知する

３
 
経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 8,520

　
人
件
費
（

目
安
）

1.0 1.0 1.0

8,380,000 8,250,000 8,160,000

財
源

8,520 2,093,158 1,972,630

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

国より定められる事務を行う

登録調査員、統計調査 登録調査員の確保、円滑な事務

市報に募集記事を載せる 登録調査員の公募があった。

事業概要

令和 行政報告書 新規・継続

東大和市統計協力員登録制度事務取扱規程

複数施策行財政運営、行政改革行財政

会　計 一般会計

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

展開方向

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画

統計事務管理費

[統計事務]

庶務係

総務管財課 矢吹　勇一



記入日 　令和５年４月12日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

157 ページ

━ 2 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 6 3

年度 不詳 65 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

3,867,000

23,424,283

0.3

0

0.3

実施計画

事業番号

0

16,341,143

2,475,000

0

0

8,690,867

なし

0

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

東大和市庁用自動車等管理規程

集中管理車及び総務管財課専用車（用地車を除く） 適正な維持管理

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

6,215,867

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

2,448,000

　総務部

　総務管財課

行財政運営　２．公共施設等マネジメント

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランサービス水準の見直し

公共施設等の総量の縮減及び配置の適正化

8,334,283

2,514,000

　用地管財係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

12,576,000

6,215,867

　矢吹　勇一

10,026,143

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

20,910,283 13,893,143

100

事業概要

公共施設等マネジメント

会　計

効率的な維持管理の推進

財産管理事務費
[庁用自動車管理事務事業]

１
　
基
本
情
報

①定期点検・車検の実施、②修繕の実施、③車両の更新
④バスの運行委託及びタクシーの借上等、⑤自動車保険の加入、解
約等の手続き、⑥車両の処分

確実な管理がなされた。

庁用自動車を適正に維持管理する。

0.3

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 100 100

目標値設定の考え方 適正な維持管理がなされたため100％とした。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

C

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

電気自動車等の拡充について検討していく。

不可能

説明：
令和４年度より新たな車両の処分の方法として、インターネット官公庁オークションを導入し、公用車３件を売
却した。この結果、従来の方法に比べ６倍の金額で売却できたことにより、歳入の増加に寄与した。

説明：
公有財産の適正な維持管理ができない。

 電気自動車が増加したため、充電設備等を含めた管理を検討する。
令和4年10月より施工された運転前後のアルコール検知器による飲酒検査の導入に向けて整備を行った。

集中管理者として電気自動車を1台購入した。
出先機関における車両買替の際には、電気自動車の導入に向けた助言を行った。

引き続き本庁舎における充電設備の拡充について検討を進める。

説明：所定の手続きにおいて処理されるべきものであり、効率性を求める事務ではない。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
大きな故障もなく適正管理に務めた。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年４月12日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 6 3

28 年度 不詳 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

0

4,190,000

0.5

0

0.5

実施計画

事業番号

0

4,080,000

4,125,000

0

0

4,125,000

なし

0

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

一般寄附、指定寄附の申込み 寄附を確実に処理する。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

0

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

4,080,000

　総務部

　総務管財課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランより一層の行政改革の推進

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

0

4,190,000

　用地管財係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

0

　矢吹　勇一

財産管理事務費 

[寄附受諾事務]

0

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

0 0

100

事業概要

行財政運営、行政改革

会　計

デジタル化の推進

１
　
基
本
情
報

①寄附の申込を受ける。
②寄附受諾を決定し、寄附を受領する。 確実な処理が履行された。

申込のあった寄附を確実に処理する。

0.5

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 100 100

目標値設定の考え方 寄附の申し込みがあったものについて漏れなく処理するため100％とした。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

効率的な事務執行の検討

不可能

説明：
必要最低限の経費で事務を執行した。

説明：
歳入額の減となる。

引き続き返礼品の発注・受入体制を検討する必要がある。

ふるさと納税の管理業者が運用している管理媒体の検討等行なった。また、寄附受託システムの導入（委託化）
について、制度担当である企画課と検討を重ねた。

令和５年度中に予定されている事業委託について、業務の整理を行う。

説明：
令和５年度中の事業委託を予定しており、改善が見込める。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
寄附申請に基づき確実に事務処理を行った。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年４月12日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 6 3

年度 不詳 65 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

１
　
基
本
情
報

維持管理については、公有財産台帳の管理、市有地と
隣接土地の管理境界区域の証明、行政財産の目的外使
用許可を行う。
処分については、対価の算定を行い、売払い等を行
う。

普通財産204.52㎡を売却した。

公有財産を適正に維持管理及び処分する。

1

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 100 100

目標値設定の考え方 漏れなく処理したため100％とした。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書

展開方向

一般会計

　矢吹　勇一

12,756,421

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

7,726,372 12,756,421

100

事業概要

行財政運営、行政改革

会　計

デジタル化の推進

財産管理事務費
[財産管理事務事業]

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

8,811,041

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

地方自治法施行令、東大和市財産価格審議会規則

公有財産 適正に維持管理、処分される。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

8,811,041

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

8,160,000

　総務部

　総務管財課

行財政運営　１．行財政運営、行政改革

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランより一層の行政改革の推進

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進

7,726,372

8,380,000

　用地管財係

0

17,061,041

特になし

0

0

16,106,372

1

0

1

実施計画

事業番号

20,916,421

8,250,000



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

インターネットを利用した公有財産売却の検討

不可能

説明：
必要最低限の費用で事務を執行した。

説明：
公有財産の適正な維持管理ができない。

引き続き、市の歳入確保のため、行政財産の目的外使用許可や普通財産の貸付など積極的に行なう必要がある。

規則等の範囲内において実施した。

処分が困難な財産（狭小地等）への対応

説明：所定の手続きにおいて処理されるべきものであり、効率性を求める事務ではない。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
申請等に基づき適正に処理を行った。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日 　令和５年４月　12日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

157 ページ

━ 2 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 8 項 4 目 1 1

年度 不詳 425 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

3,982,679

8,419,773

0.5 0.5

実施計画

事業番号

14,951,069

4,125,000

4,328,821

11,292,723

特になし

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

2,621,679

東大和市営住宅条例及び施行規則

市営住宅 適正に維持管理される。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

5,037,865

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

4,080,000

　総務部

　総務管財課

行財政運営　２．公共施設等マネジメント

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランサービス水準の見直し

公共施設等の総量の縮減及び配置の適正化

-99,048

4,190,000

　用地管財係

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

2,129,858

1,634,858

３
　
経
　
費

4,328,821

7,167,723

　矢吹　勇一

6,888,390

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

4,229,773 10,871,069

100

事業概要

公共施設等マネジメント

会　計

効率的な維持管理の推進

市営住宅管理費
[市営住宅管理事業]

１
　
基
本
情
報

・使用者の収入申告に基づき市営住宅使用料を算定
し、徴収する。
・使用者が退去し、空家となった市営住宅の解体工事
を行う。

適正に維持管理された。

市営住宅を適正に維持管理する。

0.5

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 100 100

目標値設定の考え方 寄附の申し込みがあったものについて漏れなく処理するため100％とした。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書

展開方向

一般会計



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

空地となった用地の管理や暫定的な活用の検討

不可能

説明：
必要最低限の経費で事務を執行した。

説明：
公有財産の適正な維持管理ができない。

引き続き、老朽化に伴う修繕料が課題である。

損傷した箇所について修繕を行っている状況である。
令和４年度は空き家となった住宅２棟の除却を行った。

入居中の住宅は引き続き適正に管理を行い、退去があった場合は除却を行う。

説明：
所定の手続きにおいて処理されるべきものであり、効率性を求める事務ではない。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
修繕等を行いながら現状維持に努めた

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上



記入日 　令和５年４月12日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

157 ページ

━ 2 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 2 項 1 目 9 3

年度 不詳 83 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

件

件

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

１
　
基
本
情
報

・職員を対象とした運転者講習会を開催する。
・安全運転管理者及び副安全運転管理者を選任し、法定講習を受講
する。
・全国交通安全運動の時期に職員に対し安全運転を呼びかける。
・毎月の安全運転管理目標を定め、各課に周知を図る。
・職員の庁用自転車の安全利用について啓発する。

・書面による運転者講習会を1回実施した。
・毎月１回掲示板等で安全運転等啓発を行った。

職員の安全運転について管理する。

0.1

令和３年度

効果指標

減少を目指す指標

効果実績値 3 3

目標値設定の考え方 寄附の申し込みがあったものについて漏れなく処理するため100％とした。

令和４年度

年度目標値 0 0 0

第五次基本計画

担当部署

行政報告書

展開方向

一般会計

　矢吹　勇一

54,215

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

54,831 54,215

4

事業概要

公共施設等マネジメント

会　計

効率的な維持管理の推進

職員交通安全推進事業費
[職員交通安全推進事業]

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

30,512

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

道路交通法

庁用自動車を運転する職員 交通事故を発生させないようにする。

行財政

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

30,512

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

816,000

　総務部

　総務管財課

行財政運営　２．公共施設等マネジメント

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプランサービス水準の見直し

公共施設等の総量の縮減及び配置の適正化

54,831

838,000

　用地管財係

0

855,512

特になし

0

892,831

0.1 0.1

実施計画

事業番号

870,215

825,000



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

現在の管理を維持する。

不可能

説明：
必要最低限の経費で事務を執行した。

説明：
庁用自動車の安全な運行管理ができない。

　事故は毎年発生しているので、引き続き無事故にするための取り組みについて検討が必要である。

　

　事故は毎年発生しているので、引き続き無事故にするための取り組みについて検討が必要である。

説明：
事業の性質上、効率性を求めるものではない。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
大きな事故はなく、安全運転に務めることができた。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日 　令和５年４月12日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

91 ページ

━ 3 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 8 項 3 目 1 8

年度 不詳 419 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

　用地管財係

　総務管財課 　矢吹　勇一

３　安全・安心で利便性が高いまちづくり 第五次基本計画

土地取引事務費
[土地取引関係事業]

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

　総務部

施策３

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

複数施策

展開方向

メリハリのある都市空間の形成 重要施策

住宅都市としての魅力向上 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

下水道機能の維持・向上 実施計画

都市づくり

事業番号

行政報告書 新規・継続

国土利用計画法東京都区市町村事務処理要領、東大和市公有地の拡大の推進に関する法律に基づく
申出の面積の基準を定める規則

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

国土利用計画法の届出事務、公有地の拡大の推進に関する法律の届出又は申出に係る事務、地価公
示図書の閲覧対応を行う。

①国土利用計画法の届出
②公有地の拡大の推進に関する法律の届出又は申出
③地価公示図書

①適正に処理する。
②適正に処理する。
③閲覧できるようにする。

①届出書の形式審査を行い、届出書及び市長意見書を東京都に送付
する。
②各公共団体に買取希望の有無を照会し、有の場合は買取協議団体
の決定を行う。買取希望の有無の通知及び有の場合は買取協議団体
の通知を行う。
③総務管財課窓口等の閲覧場所に地価公示図書を備え付ける。

適正な処理がなされた。

事業概要

57,706 39,747

財
源

25,352 19,706 13,747

41,000 38,000 26,000

0 0 0
　
人
件
費
（

目
安
）

0.3 0.3 0.3

0 0 0

2,514,000 2,475,000 2,448,000

0 0 0

2,580,352 2,532,706 2,487,747

５
今
後
の
方
向
性

なし

なし

４
　
課
　
題

特に問題はないため、今後も適正に処理を行っていく。

なし

なし

３
 
経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 66,352



記入日 　令和５年４月12日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

91 ページ

━ 3 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 8 項 3 目 1 7

63 年度 不詳 418 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

％

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

１
　
基
本
情
報

①権利調査・物件調査
②補償額の決定
③土地売買契約等の締結
④不動産登記
⑤租税特別措置法の対象の事業は税務署との事前協議やその他証明
書の発行を行う。

事業課からの依頼に基づき、２件の用地取得を行った。

都市計画事業等の公共事業における用地等の取得を行うものである。

0.3

令和３年度

効果指標

増加を目指す指標

効果実績値 100 100

目標値設定の考え方 確実な用地取得がなされたため100％とした。

令和４年度

年度目標値 100 100 100

第五次基本計画

担当部署

行政報告書昭和

展開方向

一般会計

　矢吹　勇一

120,802

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

127,751 120,802

100

事業概要

都市づくり

会　計

下水道機能の維持・向上

用地買収事務費
　[用地取得事業]

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0

0

３
　
経
　
費

0

232,633

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

地方自治法ほか

主管課から用地取得の依頼があった土地及び権利者 公共用地等として取得する。

施策3

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

232,633

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

2,448,000

　総務部

　総務管財課

３　安全・安心で利便性が高いまちづくり

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン住宅都市としての魅力向上

メリハリのある都市空間の形成

127,751

2,514,000

　用地管財係

0

2,707,633

なし

0

2,641,751

0.3 0.3

実施計画

事業番号

2,568,802

2,475,000



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

今後も確実な用地取得ができるよう、事業課と連携して取り組んでいく。

不可能

説明：
補助金を活用した用地取得を実施できた。

説明：
用地取得が出来ない場合、メリハリのある都市空間の形成が困難となる。

用地買収事務経験者（都ＯＢなど）の活用を検討する。

特に実施することはできなかった。

引き続き、用地買収事務経験者（都ＯＢなど）の活用を検討する。経験者活用が実施できない場合は、事務の委
託化を検討する。

説明：所定の手続きにおいて処理されるべきものであり、事務特性から効率性を求めることは
難しい。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
事業計画に沿った用地取得を実施できた。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上
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今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

153 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 8 項 1 目 1 5

年度 不詳 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

4月10日記入日 令和５年

3,748,372 3,655,352 3,325,415

2,830,352 2,509,415

事業番号

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

総務部

基本施策

５
今
後
の
方
向
性

継続する。

組織改正に伴い、事務効率を高める

４
　
課
　
題

今後更なる経費削減の検討が求められる。

円滑に事務を遂行し、計画的に予算執行した。

組織改正により、建築管理事務費は令和5年度より総務管理費に統合する。

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 2,910,372

　
人
件
費
（

目
安
）

0.1 0.1 0.1

838,000 825,000 816,000

財
源

2,910,372 2,830,352 2,509,415

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

課の庶務

課の職員 円滑に事務を行う。

管理事務に必要な消耗品の購入、営繕電算機器賃借等 円滑に事務が遂行できた。

事業概要

行政報告書 新規・継続

複数施策行財政運営、行政改革行財政

会　計 一般会計

市民サービスの質の向上と効果的・効率的な行財政運営の推進 重要施策

より一層の行政改革の推進 まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

デジタル化の推進 実施計画

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

展開方向

行財政運営　１．行財政運営、行政改革 第五次基本計画

　営繕係

　総務管財課 　矢吹　勇一

建築管理事務費
[建築管理事務]


